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香港税務 

 

香港の控訴院、中国本土で使用され

る製造設備の損金算入を認めず 
 
2012年 12月 6日、香港控訴院は Braitrim (Far East) Limited (BFE)事件に
関する判決を言い渡した。香港の納税者により中国本土における製造活
動に使用される固定資産に関しては取得価額の損金算入を認めないと
し、原審の判断を維持した。関連法規が不公平であるとして多くの訴訟
が政府に対して提起されたものの不調に終わっており、本判決は香港の
製造業にとって重要な影響を与えるものと考えられる。 
 
背景 
 
製造業は 1960年代以来香港の発展にとって重要な役割を果たしてきた。
1960 年代においては、香港の製造業者の工場のほとんどは香港内にあ
り、香港の労働者に十分な労働機会を与えていた。香港の不動産価格、
家賃、労働コストの上昇に伴い、香港の製造業者は次第に工場を中国本
土に移転させていった。香港側が機械設備を貸与して管理監督を行う一
方、中国側は土地と労働力を提供し、原料や最終製品の所有権は香港側
に帰属するという委託加工（いわゆる来料加工）の形態が広まっていっ
た。この形態の取引では、中国本土の工場は当地の規制に従うために中
国現地の個人又は事業体によって運営されるのが一般的であり、工場は
香港側に加工費を請求していた。香港の内国歳入庁（Inland Revenue 
Department, "IRD"）は、販売活動は香港で行われており、製造活動は中
国本土で行われていることを根拠として、香港法人の利益に対して一般
的に 50:50方式で課税を行っていた。50:50方式とは、利益の半分はオフ
ショア所得（非課税）として取扱い、利益の 50%分にだけ課税するとい
うものである。これにより、香港法人が中国側の業者に使用させている
製造設備の半分は減価償却により損金算入が行われていることになる。 
 
やがて、中国政府は香港の製造業者に対して中国に完全子会社（wholly 
foreign owned enterprise, "WFOE"）を設立させ、中国の工場を引継ぐよう
勧奨するようになった。と同時に、委託加工方式は輸入加工（委託製
造）方式に取って代わられるようになった。後者の方式は委託加工方式
と類似しているものの、原料や最終製品の所有権が香港法人ではなく中
国法人（通常は香港法人の WFOE）に帰属するという点が異なる。通
常、香港法人は原料を中国法人に加工のために売却し、加工ののち最終
製品は香港法人に売却される。中国法人は香港法人に対して加工費を請
求せず、製造マージンが中国法人の稼得する報酬となる。IRD は「香港
法人がこのような形態の取引から得る利益はもはや製造行為から生じる
利益ではなく、販売行為から生じる利益であり、全額が香港で課税され
るべきである」という見解を取っている。なぜならば、いまや中国法人
（香港法人とは別個の法人）がすべての製造活動を行っているからであ
る。このような利益の性質及び源泉に関して納税者が訴訟を提起した 2
つの事例（Datatronic Limited 事件、C G Lighting Limited 事件）におい
て、裁判所は IRDを支持する判決を下している。 
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このように利益の全額が香港で課税対象となる状況であるため、常々問題となってきたのは、香港法人
が中国法人に供与する機械設備に関して減価償却や取得価額控除が認められるか否かである。 
 
1998 年、製造業（及び情報技術産業）の成長を促進させるため、香港政府は内国歳入法（Inland 
Revenue Ordinance, "IRO"）§16G を制定し、一定の製造設備とコンピュータを含む特定固定資産の取得
価額控除（損金算入）制度を導入した。他方、1992 年には主として香港外で使用される資産（航空機及
び船舶を含む）のレバレッジドリースに関する租税回避行為を防止するため§39Eが導入された。§39E
は製造業を標的としたものではないが、2000年代中頃から IRDは委託製造取引において香港法人から中
国法人に供与される製造設備の減価償却を否認し始めた。このような姿勢の変化をはっきり示すため、
2006年 1月に IRDは取扱通達（Departmental Interpretation and Practice Note, "DIPN"）15にいくつかのパ
ラグラフを追加した。これらは、専らあるいは主として香港外で使用される資産に関しては、IRO§39E
の規定により減価償却は認められないとするものである。 
 
§16G 及び§39E においては、リース取引が関係する場合（かつ、§39E に関しては資産が専らあるい
は主として香港外で使用されている場合）には特定固定資産の取得価額控除や減価償却は認められない
としている。この点に関して裁判所で争われた初めての事案として、BFE 事件は多くの納税者の注目を
集めることは間違いない。 
 
事実関係 
 
納税者である BFE は 1998 年に香港で設立された。BFE はプラスチック製衣類ハンガー及び関連包装材
の供給を 2002年まで行っていた。ハンガーは BFEとは関係のない中国本土の 2事業者が BFEから供与
された金型を使用して製造しており、BFE は従業員を中国本土に派遣して製造を指導していた。金型の
所有権は BFE にあり、金型は BFE に売却されるハンガーの製造のために使用されていた。BFE の
2000/01課税年度から 2002/03課税年度の利益は全額香港で課税対象とされていた。課税所得の計算にあ
たり、BFE は§16G に基づいて金型の取得価額に関して特定固定資産の取得価額控除の適用を受け、
2000/01、2001/02、2002/03の各課税年度においてそれぞれ 11百万香港ドル、3百万香港ドル、4百万香
港ドルを損金算入した。IRD はこれらの資産は IRO§16G に規定する特定固定資産の要件を満たしてい
ないとして損金算入を否認した。§16G の定義によれば、一定の資産は適用除外固定資産とされ、特定
固定資産の範囲から除外される。適用除外固定資産とは「ある者がリース取引におけるレッシー（賃借
人）としての権利を有する固定資産」とされている。 
 
ここで問題となるのはリース取引という用語の解釈であり、IRO§2の法定の定義（Statutory Definition）
に従うか否かである。法定の定義では以下のように広く解釈される。 
 

"機械または工場設備に関しては以下に該当するものを含む。 
 
(a) 機械または工場設備を使用する権利が当該機械または工場設備の所有者によって別の者に与
えられる仕組み。 
 

(b) 機械または工場設備を使用する権利（パラグラフ(a)で定義される権利から直接的または間接
的に生じる権利をいう）がある者から別の者に対して与えられる仕組み。分割購入契約や条
件付売買契約は含まれないが、これらの契約に基づいて資産を購入する権利または取得する
権利が行使されないことが合理的に期待される場合はこの限りではない。" 

 
法定の定義の範囲は広いため、法定の定義が適用されるとすれば、BFE の製造用資産は適用除外固定資
産の定義に該当するだろう。 
 
2011年 8月、香港審査会（租税裁判所）は法定の定義を適用すべきとの考えを示した。納税者は高等法
院を飛び越して控訴院に訴えたが、控訴院は審査会の見解を支持した。§2 に規定する法定の定義は§
39E だけでなく§16G においても適用されるべきことが立法府により意図されていることは歴史的に示
されているとして納税者に不利な裁定を下した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
私どものコメント 
 
納税者が控訴院の判断を不服として上訴し、終審法院において勝訴しない限り、本判決により納税者の
敗訴が確定する。その場合、香港法人により供与され香港外の工場において使用される製造用資産に関
しては取得価額控除または減価償却は認められないとする判断が確定すると思われる。 
 
現地製造業の発展を促進させるために世界各国で様々な施策が採用されている。しかし、利益の全額が
香港で課税されていながら製造設備の取得価額控除または減価償却が認められない可能性があるという
香港政府の硬直性は残念に思われる。香港の製造業者は、このような実務がもたらす税務コストの増加
を考慮し、競争優位性を保つために新たな方策を講じる必要があるだろう。 

  



 
本 Tax Analysisは德勤•關黃陳方會計師行より中国大陸及び香港のクライアント向けに作成する、一般的な参考目的の 
ものです。読者の皆様には、それぞれの具体的な問題に応じて専門的なアドバイスを受けることを提案いたします。  
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